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2016

早いもので年末調整の時期が近付いてきた。

外国人研究生や技能実習生を受け入れている企業は

少なくないが、これらの企業は、年末調整に当たり、

注意が必要になる。

それは、2016年１月１日以後に支払うべき給与等及

び公的年金等から、国外居住親族に係る扶養控除等

の適用を受ける場合には、その親族に係る親族関係

書類や送金関係書類を提出又は提示することが義務

化されたからだ。

これまで、所得控除の中でも扶養控除、配偶者控除、

障害者控除又は配偶者特別控除の人的控除について

は、適用を受けるに当たり特に書類等の添付義務はなかったが、2015年度税制改正により、所得税法等の一部が改正され、2016

年１月１日以後に支払いを受ける給与等及び公的年金等について、扶養控除等の適用を受ける場合には、国外居住扶養親族等に

係る親族関係書類及び送金関係書類の源泉徴収義務者への提出・提示が義務付けられた。

改正の背景には、首を傾げる国外扶養親族等に係る扶養控除等の適用があった。

納税者と「生計を一」にする親族でその年の合計所得金額が38万円以下の者がいる場合、配偶者控除等の所得控除が利用できる。

しかし、外国人居住者については、国外の扶養親族の確認が難しく、中には実在するのか分からないような扶養親族を多数掲げ

ることで多額の扶養控除を受け、所得税や住民税の負担を全くしていないという外国人もいたようだ。

国外居住親族に係る扶養控除に注意
親族関係・送金関係書類の提出義務化

税理士の

本社事業部　石田　圭

この改正に伴い、平成28年分の扶養控除等申告書の様式も変更されています。

対象となる従業員の方には、本年最後の給与の支払日までに一度扶養控除等申告書を返

却し、非居住者である親族の確認と具体的な送金金額を記入して頂く必要があります。

また、『送金関係書類』と『親族関係書類』が外国語で作成されている場合、日本語での翻

訳文の提出が必要です。いずれも年末調整にむけて早めに準備をしておきましょう。



補助金・助成金の受給対象とメリット・デメリット

社労士の

補助金・助成金とは、一般的に国や都道府県、省庁等が、一定の基準を満たした中小企業に対して支給してい

る融資と違って返済の必要がない資金です。

補助金・助成金の活用の最大のメリットは、事業以外で大きな収入を得ることが出来る点です。一方、最大の

デメリットは、申込時の申請や受給申請の際に、多くの書類作成や事前準備が必要となることです。また、申

請不備や虚偽報告などがあると不正受給とみなされ、返済義務が生じる場合がありますので注意が必要です。

補助金・助成金を確実に受給するためにも専門家の活用をお勧めします。
社労事業部　吉野雅洋

国、地方公共団体による公的補助金・助成金制度を熟知している経営者は少ないかも知れません。その理由は、ホームページなど

で各制度に関する情報は公表されているものの、自ら情報収集しなければいつ頃、どのような制度が決定されたのか、知る機会自体

が少ない状況であるからです。ホームページなどで随時チェックを行っていないと、制度に関する情報を知らないまま、当年度の募

集がすでに終わっていた、ということもあります。

また、申請手続きが複雑であることが理由で、積極的に活用しないという経営者もいるようです。

しかし、自社の状況に合った補助金・助成金をうまく活用できれば、自社にとっては、大きなメリットがあります。

本レポートでは、中小企業が活用できる補助金・助成金制度について、特に活用メリットの大きい制度を中心に紹介しておりますの

で、参考になる制度があれば積極的な活用をお勧めします。

補助金・助成金は、中小企業と大企業では、金額や内容が異なっているケースがあります。また、中小企業のみが支給対象となっ

ている場合もあります。中小企業者等の定義は、中小企業基本法に示されておりますので、自社が以下に該当するかどうかについて

の確認が必要です。

中小企業が活用できる補助金・助成金の活用

受給要件を満たす中小企業・小規模事業者とは

製造業、

その他業種

卸売業

小売業

サービス業

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が300人以下の会社および個人

資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が100人以下の会社および個人

資本金の額又は出資の総額が5,000万円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が50人以下の会社および個人

資本金の額又は出資の総額が5,000万円以下の会社又は

常時使用する従業員の数が100人以下の会社および個人

■中小企業者の業種別定義

業種分類

製造業、

その他業種

サービス業

従業員20名以下

従業員５名以下

業種分類

■小規模企業者の業種別定義

定　　　義 定　　義
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